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１． はじめに 

近年、植物工場に対する期待が世界的に強まっている。特に、食料・飼料、環境、エネル

ギー・資源の世界的な不均衡（不足、偏在、変動および過剰使用）に関する３すくみ問題（3

つの課題が相互の抱える矛盾）は深刻さを増しつつあり、その解決への植物工場の貢献に関

する期待が強まっている。2050 年には、世界人口約 90 億人の約 70％が農産物の消費地であ

る都市に居住する一方で、農産物の生産地である農村人口の顕著な減少と高齢化の進行が、

上述３すくみ問題の深刻さを増大させている 1, 4, 9,  10)。3 すくみ問題とは、１つの問題を解決

すると他の 2 つの問題の状況が悪化する問題を言う。3 すくみ問題の解決には、3 つの問題

を一石三鳥的に同時並行的に解決する方法論と技術が必要であるが、植物工場はその方法

論と技術を提供できると期待されている。植物工場に関心が強まっている社会的背景を表 1

に示した。 
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植物工場は太陽光型植物工場 4，7)と人工光型植物工場５，９）に大別される。太陽光型植物

工場の特徴の比較については、古在(2009)および古在(2012)を参照されたい。本稿では人工

光型植物工場)についてのみ述べる。まず、人工光型植物工場の特徴とそこでの商業生産に

適した植物の種類について述べる。次に、人工光型植物工場の特徴、普及状況と採算性、土

地生産性などについて述べ、最後に、省資源的・環境保全的な特長を述べる。なお、本稿で

は、紙幅の制限のために、重要事項の記述に重点を置き、その理由や背景についての詳細な

説明は省略した箇所が多い。詳細の多くは参考文献に述べられている。 

 

２． 人工光型植物工場の特徴 

人工光型植物工場の特徴を表２に示す。表 2 で太陽光型植物工場の特徴とほぼ重なるの

は番号２だけ、およそ重なるのは番号 7 と番号 15 だけである。人工光型植物工場では、

施設の断熱性と密閉性および機器による制御性を格段に向上させて、地上部環境と根圏環

境の安定性の維持は施設構造と機器による制御により行う 5, 6, 9)。結果として、植物工場内

環境は気象に影響されないことから、人工光型植物工場を用いた栽培では露地栽培とは次

元の異なる知識と経験が必要となる。なぜなら、気象と害虫の侵入をほぼ完全に防げるの

で、比較的単純な植物―環境系における植物生理生態の理解、理詰めの分析力と解決力、

工学技術を使いこなす技量、および栽培システムの絶えざる改善能力が必要である。人工

光型植物工場での栽培結果のほとんどは、その設計者と栽培管理者の責任であり、収量と

品質の高低を気象や害虫の侵入に帰することは許されない。 
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他方、露地栽培では、複雑であいまいな植物―環境系での経験と判断力が重要である。

また、園芸施設や太陽光型植物工場では、気象の影響を内部環境が受けやすいだけでな

く、施設外部から害虫の侵入が不可避なので、害虫に起因する病害に関する知識、予防お

よび対処が重要となる。農業生産全体の安定は、露地栽培、簡易施設栽培、太陽光型植物

工場などの多様な栽培方式の特徴を多様な農園芸植物の特徴と組み合わせてバランスよく

関連付けることで増大する。 

 

３． 人工光型植物工場の対象植物 

（１）植物系食料の種類 

植物由来の食料は次の 3 種に大別できる。１）カロリーの補給を主たる役割とする穀類

（コメ、コムギ、ジャガイモ、トウモロコシなど）とイモ類（以下では、カロリー（熱

量）性植物と呼ぶ）。カロリ－性植物の一人当たりの年間消費重量は多く、またその重量

単価は比較的低い。２）機能性成分（ビタミン類、薬効成分、色素類、繊維、香り･味成

分、多糖類など）の補給を主たる役割とする野菜類、薬草類・香草、果物類などで、カロ

リー補給は主目的ではない植物（以下、機能性植物と呼ぶ）、および３）両者の中間（バ

ナナ類など）である。 

（２）対象植物 

人工光型植物工場での商業生産に適しているのは機能性植物の一部である。カロリー性

植物や中間植物を人工光型植物工場で十分に栽培できるが、重量単価が低いので商業生産

には適していない。人工光型植物工場では、土地生産性を高めるために、5~15 段程度の

光源付き多段棚（棚の上下感覚は約 40 cm）を用いた生産を行うので、収穫時の草丈が 30 

cm 程度の植物が生産対象となる。ただし、草丈が約 30 cm に達した時に地上部だけを刈

り取り、地上部を繰り返し再生させる方法がある。加えて、生産期間が 1~2 か月、栽植密

度が 100 本/m2以上、最適光強度が比較的低い植物種であり、植物体の大部分が商品とな

り、重量当たり単価が比較的高い植物が対象となる 5)。 

具体的には、野菜では、葉もの野菜（レタス類、ホウレンソウ、ミズナ、コマツナ、チ

ンゲンサイ、シュンギク、小型ハクサイなど）、小型根菜類（コカブ、ハツカダイコン、

小型ニンジンなど）およびハーブ・薬用植物（薬草）などである。今後は、イチゴやブル

ーベリーなども対象になり得る（表3）。なお、植物工場で苗生産に特化したものがある

（商品名：苗テラス）。その苗は、園芸施設、太陽光型植物工場または露地に定植され、

栽培されるもので、日本では、既に普及している２）。 

今後、植物工場における薬用植物の生産も産業化してゆく。また加工食品および冷凍食

品さらには専門業者用の病院食・離乳食の材料に植物工場産のものが使用されるようにな

り、将来的には、生サラダ用葉もの野菜の現在のマーケットの 1 万倍以上のマーケットと

なり、新産業が形成される（表 3）。 
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4．エネルギーと機能性成分の変換過程 

以下では、人工光型植物工場を、単に、「植物工場」と呼ぶ。植物工場における植物生

産過程は、１）電気エネルギーの光エネルギーへの変換、２）光エネルギーの植物の炭水

化物への変換、３）炭水化物の機能性成分への変換、および４）商品部分への変換、に分

けられる。 

（１） 光エネルギーへの変換 

電気エネルギーの光合成に有効な光エネルギー（波長400～700 nm）への変換比率は蛍

光灯で25％、LEDチップでも現状では40％程度が上限である。LEDチップを集積してLED

照明装置とすると、装置の変換比率は、電子回路での電力損失、LEDチップの温度上昇、

LEDチップを保護するプラスチックのカバー・フィルムなどにより、現状では、30％前後

に低下したものが多く、25％を下回るものもある。利用の際しては、LEDチップのではな

く、LED照明装置の変換比率、その変換比率におよぼす照明装置温度の影響、その経日的

低下に関する資料を検討すべきである。 

（２）炭水化物への変換 

光エネルギーの一部は、光合成作用により、植物体が有する炭水化物の化学エネルギー

に変換される。この変換比率は、現状では、せいぜい、2～6%（電気エネルギーの1～

2％）であり、植物の光合成に最適な環境でも10%（電気エネルギーの5％）程度が上限で

ある。つまり、電気エネルギーの95％前後は工場内で熱エネルギーに変換され、その熱は
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室温維持のためにエアコン冷房により工場外部に排出される。なお、植物の炭水化物の原

料は、空気中から葉の気孔を通して取り入れられたCO2と根から吸収された水と無機肥料

である。 

より正確に言えば、光合成は光化学反応であるので、光エネルギー量ではなく、波長

400～700 nmに対応する振動数（波長の逆数）を有する光量子（光子とも言う）の数に直

接的に関係する。同数の光量子の場合、赤に相当する光量子が有する光エネルギーは青の

それより数十％低い。したがって、青より赤の方が、数十％少ない光エネルギー（電力消

費）量で同じ光合成量を得る。ただし、実際には、赤だけで植物を成長させると形態形成

（説明は後述する）に異常をきたすので、青などを加える。 

(3)機能性成分への変換 

植物の炭水化物の一部は、植物の二次代謝により機能性成分に変換される。植物構成物

質の質的変化である機能性成分への変換過程は、量的成長（栄養成長）である光合成反応

とは植物生理学的メカニズムが大きく異なる。機能性成分への変換過程は、栄養成長から

生殖成長への変換あるいは環境ストレスに対する植物の防御反応・形態形成作用であるこ

とが多い。 

(4)商品部分への変換 

植物工場で栽培された植物体（葉、根、茎などからなる）のうち、商品となる重量割合

と機能性成分量が共に多いほど、経営採算性が向上する。従来、根部だけを利用していた

植物の地上部も商品とする、逆に地上部だけを利用していた植物の根部も利用する、ある

いは、植物残差の重量比率を最小化するなどして、植物体の商品比率を最大化することが

重要である。葉もの野菜の根部が破棄される場合は、根の機能である水、肥料および酸素

の吸収と地上部の支持機能を抑制することなく、根量を最小化するための環境調節が重要

となる。露地型野菜と同じ品質・形状のものを植物工場で生産するのでは芸がなく、また

従来の野菜生産農家との競争ひいては圧迫になり得るので、避けるべきである。 

(5) 光形態形成 

 光を刺激（情報、スイッチ）として植物が受け取ることで開始される、花芽形成、発

芽、発根、色素合成、胚軸伸長、植物の機能性成分組成の変化などは、光形態形成と呼ば

れる3)。この光刺激は数種の光受容体で受け取られ、紫外、青、赤、遠赤などの波長の光

を選択的に受容する（紫外や遠赤に光合成作用はない）。光形態形成を引き起こす特定波

長の微弱な光はLEDを用いて極小電力で発生できるので、今後、植物工場で生産される植

物の付加価値を高めるには好都合である。なお、形態形成は光だけでなく、温度、水分、

物理的外傷などの刺激でも引き起こされ得る。 

 

5．植物工場の実例 

千葉大学の柏の葉キャンパスにおいて、（株）みらいが運営している植物工場の写真を

図1に示す。全床面積は406 m2、栽培室の面積は338 m2である。栽培棚は10段で、9列で



- 9 - 
 

あり、7列が栽培用、2列が育苗その他の用途に使われる。この植物工場で栽培されるリー

フレタスは播種から収穫まで約34日間で、その内訳は、およそ、播種から育苗棚への移動

までが14日間（発芽まで3日間）育苗日数が10日間、苗の定植後から収穫までが10日間で

ある。1日当たり3,000株弱、1年間（330日収穫）で100万株弱の生産能力を有する。この

レタス(約80～90 g/株)の一部は植物工場近くのスーパーマーケットの野菜売り場で、約

200円で販売されている。この植物工場は、マネージャー1人とパートタイマ－約10人（7

時間労働/日）で運営されているので、農家経営モデルとなり得る。企業が安定的に経営す

るには、一般的には、数倍の生産規模が必要となる。京都府亀岡市の企業（㈱スプレッ

ド）が経営する植物工場のレタス生産能力は約2万株/日と言われている。最近、台湾にお

いて、生産能力6万株/日の植物工場（社名：野菜工房）が運転を開始した。 

 

6．土地生産性 

年間100万株の生産能力のある植物工場において、実際の年間生産数を80万株とする

と、栽培室の土地面積1 m2当たりの年間生産量は約2,300（＝800,000/338）株である。レ

タスの露地栽培での畑1 m2当たりの年間生産量を、20株または30株とすると、植物工場で

の土地面積当たりの年間生産量は、それぞれ、露地栽培の115（=2300/20）倍または約

77(＝2300/30)倍となる。植物工場レタスの価格は露地のそれより30％以上高いことが多

いので、生産額はそれだけ高くなる。葉もの野菜の場合、植物工場の年間の土地生産性が
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露地のそれの100倍程度となる根拠を表4に示す（もちろん、初期コストと生産コストはそ

れなりに増大する）。 

 

 

7．初期設備コストと運転コストの一例 

2012年時点におけるLED植物工場設備の初期投資とその内訳の例を、安部恒夫氏の資料

に基づいて概略を示す。建屋の建設コストは含まれていない（既存建物を使用してい

る）。一般には、設備コストと建屋コストはおおよそ等しいと言われている。 

阿部氏によると、2013年時点では、LED照明設備のコストは蛍光灯設備コストの2倍程

度である。他方、電気料金はLED照明の方が安価になる。照明設備、栽培ベッド・栽培棚

のコスト低下、次いで、空調設備、電気・電源設備のコスト低下が重要である。なお、安

倍氏の資料では、室内空気撹拌設備がやや割高となっている。 

上述のLED植物工場におけるリーフレタス（生体重量100～120 g/株）の運転コストと

その内訳の例を示すと、人件費、電気料金（消費電力量の70% は夜間時間に使用）およ

び設備減価償却のコストの合計が61％を占める。CO2、肥料、水道水のコストは今後のシ

ステム改善により相当の削減が可能である。現在は約500～1000 kmの距離を輸送してい

る物流コスト、出荷用段ボール箱、プラスチック袋などのコストを、今後、植物工場の直

近で販売すれば、削減し得る。以上から、100 g程度のレタスの販売価格が100円/株前後で

あり、生産物の90％以上が販売できれば、当面は採算が合うビジネスとなり、日本ではそ
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のような例が増えつつある。 

 

8．植物工場の採算性とその要因 

 2013年5月現在、日本で野菜などの生産と販売をしている植物工場の数は150程度と推定

される。減価償却も含めて、植物工場の約20％が黒字経営、約20％が赤字経営、残りの約

60％の収支はバランスしていると推定される。黒字経営の企業比率は過去数年上昇し、今

後も上昇すると考えられる。黒字経営企業では、1）最大生産能力に近い生産量を実現

し、2）生産物の90％程度を販売し、3）施設栽培野菜の価格のおよそ1.5倍前後の価格で

販売できる売り先を確保し、4）それを可能にする高い品質の野菜を計画的に周年生産

し、さらには、5）品質と収量の向上と生産コストの低下を継続して追及している。 

 

9. 生産コストの削減例 

 生産コストの内訳は、政府・自治体等からの補助金が無い場合、減価償却コストが約

30％、人件費が約25％、光熱水料（主に電気）が約20～25％と言われている。電気料の生

産コストに占める比率が25％より高い植物工場では、電気エネルギーの利用法が効率的で

ないと考えられる。 

(1) 照明コストと空調コストの比 

植物工場の栽培室が高断熱・高密閉で高性能のエアコンを利用すれば、照明電力と栽培

室の空調（冷房と除湿）電力の年間消費量の比は、5対1程度であることが理論的にも実験

的にも証明されている2、5)。他方、現実には、CO2施用と冷房をしながら換気をするなどの

非効率な電力使用が多く、2対1程度の植物工場が数多い。栽培室の照明と空調の消費電力

量を個別に計測し、両者の比を監視する必要がある。 

（２）照明時間 

 1日の照明時間は、24時間の場合もあるが、15～16時間が普通である。長い照明時間が

植物の生理障害を与える場合以外は、照明時間を長くするほど光強度が低くても同様な成

長量を得る。他方、安価な夜間電力量料金を可能な限り利用するために10～12時間にして

いる場合がある。照明時間を短縮すれば植物の成長が遅くなり、生産量が低下する。その

成長の遅れを解消するために光強度を高めると、電気料金はそれだけ高くなるので、一般

的には、生育障害や成長遅延が生じない範囲で、照明時間を長くして光強度を適度に低く

するのが好ましい。 

電気料金は基本料金と従量料金の合計であり、基本料金は過去1年間の最大需要電力に

基づく契約電力で決まるので、1日24時間の消費電力を平準化すると基本料金が低くなる

結果、電気料金が低くなる。つまり、植物工場のランプを一斉点灯・一斉消灯しないで、

栽培棚毎に点灯時間帯をずらすなどして、栽培室内のランプの点灯数を1日中同様とする

と、照明に関する年間最大消費電力は約2/3に抑制できる。同時に、暗黒にすることによる

栽培室の相対湿度の上昇を防げる。さらに、非照明下の植物が暗呼吸により放出するCO2
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を照明下の植物の光合成により吸収させることが出来る。また、冬季夜間の暖房が不要に

なるだけでなく。冷房用電力の消費量を節減できる。 

（3）植物体の受光率と受光均一性 

 電気エネルギー利用の最大のムダは、ランプからの光エネルギーの大半が植物の葉に照

射されていない時に生じる。植物の葉に吸収されない光エネルギーの割合は、通常の植物

工場では50％前後で、育苗時には90％に達する。このムダを改善しないでおいて、LED

（発光ダイオード）を導入しても生産コストの大幅な低下は望めない。 

 同一量の光エネルギーを消費する場合、それを植物体のすべての葉に均一に照射したと

きに、植物体の光合成量は最大になる。実際には、植物体の上部の葉に多くの光エネルギ

ーが吸収され、下部の葉は生存に必要な光エネルギー量を受け取れず、黄化、枯死してい

る。この問題を解決するには上方光照射法がある5)。 

(4）葉もの野菜の成長曲線とスペーシング 

 播種から収穫まで35日前後の葉もの野菜の重量が急激に増えるのは播種後20日以降であ

る。子葉展開以降の植物体間隔をこの成長曲線に、可能な限り、合わせて広げるのが、植

物体受光率を高める上でも、床面積を有効に利用する上でも重要である。たとえば、30 

cmｘ 60 cmの播種トレイは300のセル(3 cm x 3 cm)に分かれ各セルに1粒を播く。そし

て、播種後10日前後に24穴の育苗パネルに移植する。そして、播種後20日後に6穴の栽培

パネルに定植する。育苗パネルと栽培パネルは播種トレイと同一サイズで発芽率96％（こ

の程度の発芽率は植物工場では十分可能）だとすると、１枚の播種トレイは12枚の育苗パ

ネルに移植され、それは48枚の栽培パネルに定植される。結局、栽培パネルの合計面積

は、播種トレイ、育苗パネル、栽培パネルの合計面積の約80 (=100 x 48/(1+12+48)) ％を

占める。栽培棚の上下間隔が約40 cmであるのに対し、発芽棚と育苗棚の上下間隔は、約

10 cm、約20 cmであるとすると、床面積比率は、1：24：192となる。 

 なお、栽培棚における葉もの野菜が急成長すると、根で吸収されたカルシウムイオンの

葉先への移動が追い付かず、チップバーンと呼ばれる生育障害が葉の縁に生じる。これ

は、葉先に新たな細胞壁を構成するのに必須なカルシウムが欠乏するからである。この症

状は栽培時期の急激な成長をやや遅らせるための照明時間の短縮や光強度の低下で軽減さ

れるが、より前向きな解決法が望まれている。 

(5)その他 

人件費の削減には、手作業の自動化または半自動化が必要である。今後の技術開発課題

を表7に要約して示した。他にも、現存の植物工場における投入資源のムダは枚挙にいと

まがない。建物、設備、人件費のコストに関しても同様である。上述の項目以外について

は、参考文献を参照されたい。植物工場技術の今後の改善により、初期投資コストおよび

運転コストは現在の半分程度となり、同時に、生産物の付加価値は機能性成分の強化など

により2倍前後になり得る。 
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10．投入資源の利用効率 

（１）植物工場の基本構造・基本要素と投入資源の利用効率 

植物工場の基本構造と６つの基本要素を図2に示す。植物工場の基本は、電気エネルギ

ーまたは光エネルギー、水、CO2、無機肥料および種子または苗の投入量と熱の排出量を

適切に制御して、最大の資源利用効率で植物を成長させることである5)。それぞれの資源

の投入量に対する植物の保持（固定）量の比は利用効率(use efficiency)と呼ばれ、電気エ

ネルギー利用効率（EUE）、光エネルギー利用効率（LUE）、水利用効率（WUE）、CO2

利用効率（CUE）および無機肥料利用効率（FUE）などが定義できる（図3）。植物工場

とは、各資源の利用効率を理論的な可能最大値に近づけることを目指すシステムである。

WUEとCUEの可能最大値は1.0である。EUEとLUEの可能最大値は、それぞれ、0.05と0.1

程度である。なお、高断熱・高密閉の植物工場ではランプからの発熱が間接的に十分な暖

房熱源となるので、冬期夜間においても暖房コストはゼロである（冷房する必要があ

る）。 

（２）施用CO2利用効率 

 植物群落の正味光合成速度は、CO2濃度が2000 ppm程度までの範囲でCO2濃度が高いほ

ど増大する。そこで、室外大気のCO2濃度400～450 ppmであるのに対し、照明下の栽培室

では1000～2000 ppm程度にする。栽培室のCO2濃度を2000 ppmに維持しても、栽培室の

密閉度が高く、植物が成長していれば屋外に漏出するCO2の比率は10％程度である。CO2
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の価格は100円/kg前後なので屋外漏出は無駄なコストであるが、CO2濃度を外気のそれよ

り高めない植物工場は存在意義がほとんどない。栽培室の密閉度は換気回数（時間当たり

換気量/栽培室空気容積）で現わされ、0.01回/時～0.02回/時にすべきである。 
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（３）園芸施設における資源利用効率との比較 

植物工場における各利用効率は、施設栽培に比較して格段に高い。その高い利用効率

は、光合成に適切な環境に調節できること、および投入資源が栽培空間の外部に漏出する

ことがないことによる。WUE、CUEおよびFUEに関しては、理論的な可能最大値の90～

95％を既に実現している植物工場が存在する。 

一般の園芸施設と比較して、WUEは約50倍（図4）、CO2施用装置を備えた園芸施設と

比較して、CUEは約2倍である。土耕栽培の園芸施設と比較して、FUEは2倍以上である。

LUEは一般の園芸施設の数倍であるが、未だ、理論的可能最大値の数十％であり、今後、

2倍以上の改善が見込める（表8）。EUEとLUEを向上させれば電気エネルギーの消費量が

少なくなり、電気コストが低下する。 

 

 

（４）資源の投入速度と利用効率の連続計測と制御 

 植物工場では、各資源の投入速度の計測と資源利用効率の算定を連続的に行うことが可

能である。また、正味光合成速度、暗呼吸速度、吸水速度などの連続計測も可能である。

それらの見える化と解析により、生産しながら資源利用効率を向上させることが出来る。

このことこそが、植物工場の最大の利点である。 

ただし、植物工場の実際の広い普及に際しては、生産過程における資源消費だけでな
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く、植物工場の建設とその将来における維持・廃棄に使用する資源消費を含めた、LCA

（life cycle assessment）が不可欠である。なお、冬季に暖房する園芸施設における資源消

費の大半は暖房用燃料であるが、植物工場ではランプからの発熱が寒地夜間においても十

分以上の暖房熱源となるので、暖房コストはゼロである。 

 

 

11．専用品種の開発と高機能性植物生産 

 植物工場専用の品種が開発されると、イノベーションを誘起する可能性が大きい。植物

工場で栽培する品種は、耐病性や高温耐性、耐寒性、耐乾性などの環境ストレス耐性が不

要である。弱光下の高密度栽植で機能性成分を含む矮性植物の育種が植物工場に期待され

る。耐病性と環境ストレス耐性が不要な育種を人類は有史以来経験したことがない。この

育種は植物工場内で実施され、1年に数回の世代更新（受粉・開花・結実）が図れるの

で、品種育成までの期間が大幅に短縮できる。今後、想像を超えた高機能な遺伝的性質を

有する植物工場専用品種が開発される可能性がある。薬草・薬用植物の現代的育種とその

利用も広大なマーケットになり得る。 

 

12．今後の課題 

 植物工場の土地面積当たりの初期投資は、一般の園芸施設に比較して 10 倍以上ではあ
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るが、年間の生産能力が 10 倍以上（露地における年間生産能力の約 100 倍）であるの

で、年間生産能力当たりの初期投資は植物工場と園芸施設で大差ない。他方、園芸施設に

比較して 1/10 以下の土地面積での生産能力が園芸施設と同じであれば、植物工場の生産量

当たりの作業時間は必然的に少なくなる。この 2 点に注目した今後の植物工場の設計と運

営の改善が望まれる。 

 初期投資コスト（初期資源量）の半減と運転コスト（運転資源投入量）の半減が人工光

型植物工場の当面の開発目標であるが、遠からず実現し得る。次の目標は、植物工場によ

る生産物の機能性の増大に関する環境調節法と品種の開発である。並行して、植物工場の

病院、ホテル、学校、家庭、レストラン、福祉介護施設などでの多様な利用法に関する開

発が望まれる。同時に、植物工場の特徴に関する社会的理解を進めるめることが重要であ

る。 

 

13．おわりに 

  植物工場は農業における多様な植物生産システムの一形態である。同時に、節電・省

資源・環境保全、情報工学、自動化、衛生・品質管理などの幅広い工学技術と植物生理生

態・バイテクを取り入れた植物生産システムである。植物工場は、農業と他産業および農

業と市民生活の距離を大幅に縮めることで、農業に対する市民の理解を深める役割も演じ

る。さらには、農業の新分野を目指す農業経営者が増える契機を提供する。将来的には、

環境健康産業の柱になり得る。 

農業に関わる私たちは、自身の創造的感性と合理的努力さらには各分野の専門家との協

働により、農業関係者の生活の質の向上に加えて、食料生産・環境保全・省資源による次

世代を含めた市民の生活全般の質の向上に、伝統農業と自然環境を守ることと併せて、貢

献することが期待されている。なお、本稿は、古在(2013c)を加筆修正したものである。 
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